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■ 調査結果の公表方法
①第一報・・・各府省のホームページ（迅速性）
②確 報・・・e-Stat（政府統計の総合窓口・データのダウンロード可）、報告書（印刷物）

■ 集計結果の秘匿措置
①個々の調査対象に関する事項が特定されることのないように秘匿。（ｘ表示）
②計からの差引により秘匿か所の数値が判明してしまう場合は、二次秘匿を実施。

１ 統計調査の種類

基幹統計調査

（特に重要なもの）

一般統計調査

（基幹統計調査以外）

地方公共団体が
行う統計調査

統計法に基づく統計調査
に該当しない調査

（民間）

報告義務
あり

総務大臣への届出

○ アンケート調査
○ イメージ調査
○ 意識・実態調査
○ ニーズ調査
○ 基礎調査
○ 入込客数調査
○ 意識調査
○ 大学生の生活習慣調査

など、意識を把握するものと、
事実の報告を行うものがある。

○ 世論調査（新聞社など）
○ 出口調査（選挙速報）
○ 視聴率
○ 車の登録台数
○ 売れ筋商品
○ 購買意欲

など、公的統計にない分野の調
査。

調査を専門とする企業もある。

Ⅰ 統計調査の種類と実施体系

内 閣 府 ：１（国民経済計算）・・・加工統計
総 務 省 ：14（国勢調査、家計調査など）
財 務 省 ：１（法人企業統計）
国 税 庁 ：１（民間給与実態調査）
文部科学省 ：４（学校基本調査など）
厚生労働省 ：９ （人口動態調査、毎月勤労統計など）
農林水産省 ：７（農林業センサス、作物統計など）
経済産業省 ：10（経済センサスなど）
国土交通省 ：９（港湾統計、建設工事統計など）

合計 ：56   

（県、政令指定都市）
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２ 農林水産統計調査の実施体系

総務省
統計委員会（総務省）
（中立公正な審議機関）

都道府県 出先機関
（地方農政局等）

オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
シ
ス
テ

ム
で
電
子
調
査
票
を
回
答

市区町村

調査対象（個人、法人、事業所、団体等）

統計調査員

①

① 農林業センサス（経営体調査）、漁業センサス（経営体調査）
② 牛乳乳製品統計調査、農業物価統計調査
③ 上記①、②以外の統計調査（専門性が特に高い調査は限定的に「職員調査」）
④ 調査対象者が希望した場合（オンライン回答が可能な統計調査）

② ③

④

承認申請（調査票、目的、対象、調査方法、集計事項、公表方法・期日等）

（
政
府
統
計
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
総
合
窓
口
）

（
調
査
票
の
郵
送
）

（
指
導
）

調査間の重複排
除、被調査者の負
担軽減などについ
て審査・調整

農林水
産統計
の 例

諮問・答申等

統計調査員

ロゴマーク

農 林 水 産 省

民間事業者

（
一
部
）
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３ 農林水産統計調査の主な把握事項

農林水産省では、農林水産業、関連産業、消費者等を対象に、農山漁村地域や農林水産物の生産、流通・加工、
消費の実態・動向等を把握し、これを省内政策部局のほか広く国民へ多様な媒体を通じて提供

農山漁村・地域の実態の把握
・ 集落等農山漁村の構造
・ 多面的機能 等

農林水産業従事者の構造の把握
・ 農家、林家、漁家
・ 農業、林業、漁業就業者
・ 集落営農、法人化の実態
・ 新規就農者の実態 等

農林漁業経営の把握
・ 農業、林業、漁業経営収支
・ 農畜産物の生産コスト 等

農林水産物の生産状況の把握
・ 耕地面積、収穫量、単収、被害
・ 家畜の飼養頭羽数
・ 木材、製材
・ 漁獲、養殖 等

農林水産物の流通・加工の状況の把握
・ 青果物等の市況、卸売数量・価格
・ 青果物等の価格形成の状況
・ 地場産農産物の仕入れ・販売 等

農林水産物の消費の状況の把握
・ 食品の廃棄や食べ残しの実態 等

○ 農林業センサス（農山村地域調査）
○ 漁業センサス（海面漁業地域調査、内水面漁業地域

調査） 等

○ 農林業センサス（★農林業経営体調査）
○ 漁業センサス（★漁業経営体調査、○内水面漁業調査）
○ 農業構造動態調査
○ 漁業就業動向調査 等

● 農業経営統計調査 ※
● 林業経営統計調査 ※
● 漁業経営調査 ※  等

● 作物統計調査（水稲作況調査、その他の作物）※
▲ 作物統計調査（水稲作況調査以外）
▲ 畜産統計調査
○ 木材統計調査
○ 海面漁業生産統計調査 等

▲ 青果物卸売市場調査
○ 木材流通統計調査
▲ 水産物流通調査
■ 牛乳乳製品統計調査
▲ ６次産業化総合調査 等

■ 食品循環資源の再生利用等実態調査 等

農
山
漁
村
地
域

生

産

流
通
・
加
工

消

費

省
内
政
策
部
局
の
ほ
か
広
く
国
民
へ
多
様
な
媒
体
を
通
じ
て
提
供

・

報
告
書
等
（CD

-ROM

を
含
む
）

・

政
府
統
計
の
総
合
窓
口
（e

-St
a
t

）
（
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
）
等

把 握 事 項 統 計 調 査 提 供

● 職員調査
○ 調査員調査
▲ 郵送調査
★ 県委託
■ 民間委託
※  一部専門調査員

基幹統計調査
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４ 主な農林水産統計の利活用
農政の推進を支える様々な統計結果

【食料自給率】
・作物統計調査、畜産物流通調査、

牛乳乳製品統計調査 等

【水産基本計画】
・漁業センサス、漁業就業動向調査、

海面漁業生産統計調査

【食料・農業・農村基本計画】
・作物統計調査、畜産統計調査、畜産物流通調査、

農業経営統計調査

・農林業センサス、農業構造動態調査、

集落営農実態調査、新規就農者調査

・６次産業化総合調査

政策目標の設定と評価根拠

農地面積目標の策定に耕地面積、生産努力目標の算
定に各作物の作付面積、枝肉生産量等を利用

経営・構造対策、労働力対策に主副業別農家数、集
落営農数等を利用

【森林・林業基本計画】
・木材統計調査

【米穀の需給見通し】
・作物統計調査
生産努力目標の算定に水稲の単収、収穫量等を利用

林産物の需給計画の策定に素材入荷量等を利用

漁業の生産構造と経営展望、自給率目標及び持続的
生産目標に漁業就業者数、漁獲量等を利用

自給率の算定に作物生産量、枝肉生産量、生乳生産
量等を利用

６次産業化施策の推進の資料に年間販売金額等を利
用

【地方交付税】
・農林業センサス、農道整備状況調査、

漁業センサス

・作物統計調査（被害応急調査）

国の財政支出の算定根拠

【畜産物価格対策】
・農業経営統計調査（牛乳生産費）

・畜産統計調査、牛乳乳製品統計調査、

畜産物流通調査

加工原料乳生産者補給金単価の算定に全算入生
産費を利用

補給金の対象とする限度数量の算定に乳用牛等
頭数、飲用牛乳等の生産量、乳めすと畜頭数を
利用

【野菜価格安定対策】
・青果物卸売市場調査

価格低落時に交付する生産者補給金の基準とな
る保証基準額の算定に卸売数量・卸売価格を利
用

基準財政需要額の算定に農家数、農業生産法人、

総土地面積、林野面積、漁業経営体数等を利用

【経営対策】
・農業経営統計調査、作物統計調査

各種交付金の算定に対象作物の生産費、単収を
利用

農作物の被害による特別財政需要額の算定に被
害見込金額等を利用

【天災融資法】
・作物統計調査（被害応急調査）

【農業災害補償制度】
・作物統計調査

【野菜・果樹の生産出荷安定対策】
・青果物卸売市場調査

需給安定対策等の施策の発動基準

緊急需給調整の発動基準の算定に青果物の
卸売数量・卸売価格を利用

農業共済に係る国が行う損害の額の審査・
認定の基礎資料に作物の減収量・単収等を
利用

融資の発動基準の１つとして作物の被害面
積・被害見込金額を利用

【激甚災害関連】
・生産農業所得統計、

作物統計調査（被害応急調査）

激甚災害による資金の融通に関する基準と
して農業所得推定額、被害見込金額を利用
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〔農林業経営体調査〕
・経営体数、世帯数
・従事者数
・販売金額
・経営耕地面積、保有山
林面積 等

・自治体に委託
・調査員等

(約16万人)

自己申告
(調査票の配布・回収)

・農林業経営体
(約140万)

・自給的農家等
(約224万)

〔農山村地域調査〕
・総土地面積、耕地面積、
林野面積

・農業集落の立地条件、
概況、活動状況 等

調査内容 調査体制 調査の方法調査対象

・市区町村
(約1,900)

平成27年
2月1日

調査時点

自己申告
(オンライン・郵送)

・農業集落
(約14万)

・農水省直轄
・調査員

(約6千人) 自己申告又は面接
聞取り
(調査票の配布・回収)

目的
・我が国の農林業の生産、就業の構造等を全数調査により把握
・各種農林業統計調査に必要な母集団を整備
・地方創生に資する地域データの提供

＜ 2015年農林業センサスの概要 ＞

Ⅱ 農林業センサスの概要
１ 農林業センサスとは
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１９６０年

世界農林業

センサス

１９６５年

農　　業

センサス

農 村 集 落

調　　　 査

(11月1日)

１９５０年

世界農業

センサス

農

業

事

業

体

調

査

昭和３０年

臨時農業

基本調査

１９７０年

世界農林業

センサス

１９７５年

農　　業

センサス

農

業

農

業

事

業

体

調

査

農 家

調 査

農家以

外の農

業事業

体調査

農業集落

調　　査

農 家 調 査

農 村 環 境

総 合 調 査

農家以外の

農業事業体

調　　　査

林

業

事

業

体

調

査

林 家

調 査

林家以

外の林

業事業

体調査

１９８０年

世界農林業

センサス

１９８５年

農　　業

センサス

農

業

事

業

体

調

査

農 家

調 査

農家以

外の農

業事業

体調査

農

業

事

業

体

調

査

農業集落

調　　査

１９９０年

世界農林業

センサス

１９９５年

農　　業

センサス

農

業

事

業

体

調

査

農

業

事

業

体

調

査

農 家

調 査

農家以

外の農

業事業

体調査

農　　家

調　　査

農 家 調 査

企　業　的

経営体調査

農 業 集 落

概 況 調 査

２０００年

世界農林業

センサス

２００５年

農 林 業

センサス

農

業

農

業

事

業

体

調

査

林

業

林業地域

調　　査

(8月1日)

林

業

林

業

事

業

体

調

査

林 家

調 査

林家以

外の林

業事業

体調査

林業地域

調　　査

(8月1日)

地域農業

組織化調査

農業集落

調　　査

農

業

林

業

林

業

事

業

体

調

査

林 家

調 査

林家以

外の林

業事業

体調査

農　　家

調　　査

農家以外

の農業事

業体調査

農

業

抽出農家調査

(1／20）

農 家 調 査

農 業 集 落

調　　　 査

農

業

事

業

体

調

査

農業集落

調　　査

農

業

農家以外

の農業事

業体調査

農　　家

調　　査

林

業

林

業

事

業

体

調

査

林 家

調 査

林家以

外の林

業事業

体調査

林業地域

調　　査

(8月1日)

農 家

調 査

農家以

外の農

業事業

体調査

林業地域

調　　査

(8月1日)

農　　業

サービス

事 業 体

調　　査

農 家

調 査

林　　業

サービス

事業体等

調　　査

林

業

林業地域

調　　査

(8月1日)

農家以外

の農業事

業体調査

農　　業

サービス

事 業 体

調　　査

農 村 地 域

環 境 総 合

調　　   査

農家以

外の農

業事業

体調査

農　　業

サービス

事 業 体

調　　査

農業集落

調　　査

(昭23～28年度)

昭和25年2月1日

(昭28～33年度)

昭和30年2月1日

(昭37～41年度)

平成12年2月1日

２０１５年

農 林 業

センサス

(平19～23年度)

平成22年2月1日

(平4～9年度)

平成7年2月1日

(昭41～47年度)

昭和45年2月1日

(昭47～52年度)

昭和40年2月1日

(昭33～37年度)

昭和35年2月1日 昭和50年2月1日

(昭52～57年度)

昭和55年2月1日

(昭57～62年度)

昭和60年2月1日

農　林　業

経　営　体

調　　　査

農　山　村

地 域 調 査

(平14～19年度)

平成17年2月1日

(昭62～平4年度)

平成2年2月1日

(平24～28年度)

平成27年2月1日

(平9～14年度)

農　林　業

経　営　体

調　　　査

農　山　村

地 域 調 査

農　林　業

経　営　体

調　　　査

農　山　村

地 域 調 査

林

業

事

業

体

調

査

林 家

調 査

林家以

外の林

業事業

体調査

２０１０年

世界農林業

センサス

実施回数
農業関係 14回
林業関係 ８回

２ 農林業センサスの沿革
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農林業センサス 調査対象の定義

昭和25年 1950年世界農業センサス

昭和30年 臨時農業基本調査

昭和35年 1960年世界農林業センサス

～
昭和60年 1985年農業センサス

農家：

農業集落：

平成 ２年 1990年世界農林業センサス

平成 ７年 1995年農業センサス
平成 12年 2000年世界農林業センサス

農家：

農家以外の農業事業体
農業サービス事業体

平成17年 2005年農林業センサス 農業経営体

販売農家と自給的農家に区分

東日本１０アール、西日本５アール以上又は
農産物の販売金額が一定以上（販売金額の
下限基準は１万円から順次、１０万円まで引
き上げ）

自然発生的な地域社会で、家と家とが
地縁的、血縁的に結びつき、各種の集
団や社会関係を形づくってきた農村に
おける基礎的な単位地域

全国１０アール以上又は農産物の販売金額
が１５万円以上

販売農家を経営耕地面積30アール以上又 は農
産物販売金額50万円以上、それ以外を自給的
農家と定義

自計調査に変更

・世帯概念に代えて『経営体概念』を導入
・６つの調査票を１つに統合

経営耕地面積が30アール以上又は農産物販売
金額50万円以上、もしくは農作物の作付・栽培面

積、家畜の飼養頭羽数が一定規模以上（外形基
準）、農作業の受託を行う事業者

３ 農林業センサスの定義等の沿革
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農業経営体 経営耕地面積が30アール以上又は農産物販売金額50万円以上、もしくは農作

物の作付・栽培面積、家畜の飼養頭羽数が一定規模以上（外形基準）、農作業
の受託を行う事業者 。

137.7

家族経営体
家族経営体とは、「農業経営体」のうち、世帯で事業を行う者をいう。
販売農家に加えて、農作物の作付面積、家畜飼養頭数等が一定規模以上

の農業を行う世帯が該当する。
134.4

組織経営体
組織経営体とは、「農業経営体」のうち、世帯で事業を行わない者（家

族経営体でない経営体）をいう。
3.3

農家
経営耕地面積が10アール以上の農業を営む世帯、又は経営耕地が10アール

未満であっても調査期日前１年間の農産物販売金額が15万円以上あった世帯。 215.5

販売農家
経営耕地面積が30アール以上又は調査期日前１年間における農産物販売金

額が50万円以上の農家。 133.0

自給的農家
販売農家以外の農家（経営耕地面積が30アール未満で、かつ調査期日前１年

間における農産物販売金額が50万円未満の農家）。 82.5

農家以外の農業
事業体

「農家」以外のものであって、経営耕地面積が10アール以上、又は農産
物販売金額が15万円以上のもの（法人、任意組織）。

2.7

農業サービス事業
体

「農家」、「農家以外の農業事業体」以外のものであって、農家等から
受託して農作業を行う世帯、法人、任意組織。

0.7

土地持ち非農家
農家以外で耕地及び耕作放棄地を合わせて５アール以上所有している世

帯をいう。
141.4

＜農業関係＞
客体数

〔平成27年〕
（万経営体、万戸）

４ 農林業センサスの集計対象等
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林業経営体

① 保有山林面積（所有-貸付+借入）が３ヘクタール以上で、かつ、
2015年を計画期間に含む森林経営計画又は森林施業計画を作成し
ているか、過去５年間に育林若しくは伐採を行っているもの

② 造林・保育作業を受託しているもの
③ 過去１年間の素材生産量が200立方メートル以上（年間を通じ

て１名を雇用できる規模（平成12年:286万円））のもの（世帯、
法人、任意組織）

8.7

家族経営体
家族経営体とは、「林業経営体」のうち、世帯で事業を行う者を

いう。
7.8

組織経営体
組織経営体とは、「林業経営体」のうち、世帯で事業を行わない

者（家族経営体でない経営体）をいう。
0.9

林家
調査期日現在の保有山林面積が１ヘクタール以上の世帯をいい、農

家林家と非農家林家に区分される。
82.9

林家以外の林
業事業体

林家以外で調査期日現在の保有山林面積が１ヘクタール以上の会社、

各種団体・組合、財産区等をいう。
6.4

林業サービス事
業体

造林・保育作業を行うもの、若しくは委託を受けて又は立木を購
入して過去１年間で200立方メートル以上の素材生産を行うものを
いう。

0.6

＜林業関係＞ 客体数
〔平成27年〕
（万経営体、万戸）

４ 農林業センサスの集計対象等(続き）
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家族経営体
1,648,076家族経営体

1,344,287

組織経営
31,008組織経営体
32,979

（2015年農林業センサスベース）

〈
農
家
等
〉

〈
農
業
経
営
体
〉

うち法人
22,778

うち法人
4,323

※
ア

※
イ

※
ウ

主業農家 293,928
準主業農家 257,041
副業的農家 778,622

※ア：「農家以外の農業事業体」のうち、「農業経営体」の基準を満たさないもの（学校・試験場等の営利目的以外で農業を行うものなど）
※イ：「販売農家」ではないものの、受託して農作業を行う世帯
※ウ：「販売農家」ではないものの、販売金額50万円以上に相当するとみられる規模以上（肥育牛飼養頭数１頭以上、露地野菜作付面積15アール以上など）の農業

を行う世帯

＜ 参考：定義 ＞

・「農業経営体」：①経営耕地面積（所有-貸付-耕作放棄+借入）が30アール以上のもの、②過去一年間における農産物販売金額が50万円以上か、販売金額50
万円以上に相当するとみられる規模以上（肥育牛飼養頭数１頭以上、露地野菜作付面積15アール以上など）の農業を行うもの、③受託して
農作業を行うもの（世帯、法人、任意組織）

・「農家」 ：経営耕地面積が10アール以上、又は過去１年間における農産物販売金額が15万円以上の世帯
・「販売農家」 ：経営耕地面積が30アール以上、又は過去１年間における農産物販売金額が50万円以上の農家
・「自給的農家」：経営耕地面積が30アール未満、かつ過去１年間における農産物販売金額が50万円未満の農家
・「土地持ち非農家」 ：「農家」以外のものであって、耕地及び耕作放棄地を合わせて５アール以上所有している世帯
・「農家以外の農業事業体」：「農家」以外のものであって、経営耕地面積が10アール以上、又は農産物販売金額が15万円以上のもの（法人、任意組織）
・「農業サービス事業体」 ：「農家」、「農家以外の農業事業体」以外のものであって、農家等から受託して農作業を行うもの（世帯、法人、任意組織）

農家以外の
農業事業体

農業
サービス
事業体 販売農家 自給的農家 土地持ち非農家

26,684 7,251 1,329,591 825,491 1,413,727

農家
2,155,082

法人経営体
27,101

農業経営体
1,377,266

販売目的 25,124
うち、法人 18,857

牧草地経営体 859
農業サービス 6,898

学校・試験場等
701

353 14,343

５ 農業経営体と農家の概念図（イメージ）
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家族経営体
1,648,076
家族経営体
78,080

営体
31,008
組織経営体

9,204

（2015年農林業センサスベース）

〈
林
家
等
〉

〈
林
業
経
営
体
〉

うち法人
5,211

うち法人
388

＜ 参考：定義 ＞

・「林業経営体」：①保有山林面積（所有-貸付+借入）が３ヘクタール以上で、かつ、201５年を計画期間に含む森林経営計画又は森林施業計画を作成しているか、過
去５年間に育林若しくは伐採を行っているもの、②造林・保育作業を受託しているもの、③過去１年間の素材生産量が200立方メートル以上（年間
を通じて１名を雇用できる規模（平成12年:286万円））のもの（世帯、法人、任意組織）

・「林家」 ：保有山林面積が1ヘクタール以上の世帯
・「林家以外の林業事業体」：「林家」以外のものであって、保有山林面積が１ヘクタール以上のもの（法人、任意組織）
・「林業サービス事業体等」：造林・保育作業を受託している、又は過去１年間の素材生産量が200立方メートル以上のもの（世帯、法人、任意組織）

林家以外の林業事業体
林業

サービス
事業体等

63,609

5,511

林家 828,973

法人経営体
5,599

林業経営体 87,284

※

※：「林業サービス事業体等」のうち、保有山林面積が１ヘクタール以上のもの（世帯、法人、任意組織）

※

農林業センサス担当者限り６ 林業経営体と林家の概念図（イメージ）
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○ 農業総産出額は、米の消費の減退による産出額の減少等を主たる要因として、平成
26年まで長期的に減少してきたが、平成27年以降は２年連続で増加。

○ 生産農業所得は、農業総産出額の減少及び資材価格の上昇により、平成26年まで
長期的に減少してきたが、平成27年以降は２年連続で増加。

Ⅲ 20年間の農業構造の変化

１ 農業総産出額、生産農業所得の推移

資料：農林水産省「生産農業所得統計」
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２ 農業経営体数の推移

農業経営体数は20年間で半減。
一方、組織経営体数は２割増加。そのうち、法人経営体（販売目的）数は3.8倍に増加。

<農業経営体数の推移>

注：平成17年以降と調査体系が異なるため、平成７年結果の「家族経営体」には販売農家数を、「組織経
営体」には「農家以外の農業事業体」及び「農業サービス事業体」を合算した値を計上している。

<組織経営体のシェア>
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３ 農業労働力の推移

基幹的農業従事者数は20年間で３割減少し、その平均年齢は７歳上昇。
一方、常雇いは2.4倍に増加。

<農業労働力の推移>

注：「経営者・役員等（組織経営体）」の増減率は
平成17年からの増減率である。

<年齢別基幹的農業従事者数の推移>

注：平成７年結果の「75～79歳」は「75歳以上」
の値である。
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４ 耕地面積の推移

○ 我が国の農地面積は約20年間で１割減少

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
注：１ 転用は、「工場用地」、「道路・鉄道用地」、「宅地等」へのかい廃の合計である。
注：２ 農林水産省農村振興局「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」によると、

平成28年の荒廃農地面積は28.1万haである。
３ 平成29年から「耕地のかい廃面積」の内訳（転用面積）については調査を中止した。

2.08

270.1

224.8

1.12

253.0

212.0

1.32 

1.93 

2.31

1.04

（万ha）

平成９年

494万９千ha
平成19年

465万ha

畑

田

転用

荒廃農地

その他

0.39

0.21

200

400

2

4

平成９年

４万7,800ha

平成19年

２万3,700ha

0

100

300

500 平成29年

444万４千ha

202.6

241.8

平成29年

３万2,500ha

〈田畑別耕地面積〉

〈耕地のかい廃面積〉
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５ 経営耕地面積の集積状況の推移

５ha以上層の経営耕地の集積割合は20年間で34％から58％へ増加。
１経営体当たりの平均経営耕地面積も着実に拡大。

<経営耕地面積規模別の経営耕地面積集積割合>

注:１ 平成７年結果は10ha以上を詳細化できないた
め、最上位層を「10ha以上」としている。

注:２ < >内の数値は、当該規模階層の経営体数で
ある。

<経営経営体当たりの経営耕地面積>

注：（ ）内の数値は経営耕地面積に占め
る借入耕地面積の割合である。
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貸付

貸付

組織経営体

土地持ち非農家

耕地の貸付により、自給的農家・
土地持ち非農家へ。

高齢化等により、維持が困難になった
耕地の貸付。

経営体 ：２万経営体 (１万経営体増加)
経営耕地：53万ha   （35万ha増加）
うち借入耕地：38万ha   （35万ha増加）

農家 ：133万戸 （132万戸減少）
経営耕地：291万ha （106万ha減少）
うち借入耕地： 78万ha （28万ha増加）
貸付耕地： 18万ha （３万ha増加）

農家 ：83万戸 （３万戸増加）
経営耕地：15万ha （並み）
うち借入耕地：0.6万ha（並み）
貸付耕地：17万ha （11万ha増加）

非農家 ：141万世帯 （32万世帯※増加）
貸付耕地：64万ha （32万ha※増加）

貸付

貸付 貸付

自給的農家へ

土地持ち
非農家へ

土地持ち
非農家へ

販売農家 自給的農家

注：組織の経営体数は販売なしを除く。

○ 耕地を集約しているのは、組織経営体と意欲のある販売農家。
○ 耕地を貸し付けたことによって、販売農家が自給的農家、土地持ち非農家に移行。

１ 農地流動化

平成27年と７年との比較
ここに多くの農地が

集積されている。
借入耕地、経営耕地

の増加が最も多い。

貸付耕地の増加
が最も多い。

資料：農林水産省統計部『農林業センサス』

戸数及び経営
耕地の減少が最
も多い。その中
で、借入耕地が
増加しているの
は、規模拡大す
る農家があるた
め。

Ⅳ 20年間の農業構造の変化を農林業センサスで分析

① 農地流動化の仕組

※ 土地持ち非農家の非農家数、貸付耕地の増減値は、平成27年値と平成12年値の差。
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この20年間では５～１０ｈａ以上で増加。

② 経営耕地面積規模別経営体数の増減率（平成７年～27年）
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平成27年には５ha以上の経営体(7.6％)で経営耕地全体の約６割を経営、この20年間
で25.2％上昇。

（参考：経営体数割合3.2％）

（参考：経営体数割合4.7％）

（参考：経営体数割合7.6％）

③ 経営耕地面積規模別の経営耕地面積集積割合
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26.9％

71.3％

62.5％

この20年間に１経営体当たりの経営耕地面積は66.1％増、借入耕地面積率は21.3％上昇。
平成27年の経営耕地面積は組織経営体が23.7ha、法人経営体が22.7ha。この20年間に借入
耕地面積率はそれぞれ68.4％、31.7％上昇。

④ １経営体当たりの経営耕地面積と借入耕地面積率の推移

33.7％
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借入率は、規模が大きくなるほど借入率は高い。この20年間で10ha以上の借入率は
25.7％上昇。

16.9％借入率
8.8％

47.7％

44.7％

⑤ 経営耕地規模別に見た１経営体当たりの経営耕地面積と借入率

19.0％
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資料：「農林業センサス」
注：1)１経営体当たり経営耕地面積は、経営耕地総面積÷経営耕地のある経営体数で算出。なお、平成７年値については、経営耕地

総面積÷総経営体数で算出。
2)平成７年の「農業経営体」は、「販売農家」及び「販売目的の農家以外の農業事業体」を合わせたものである。
3)「単一経営」とは、農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割以上の経営をいう。
4)「準単一複合経営」とは、農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が６割以上８割未満の経営をいう。
5)「複合経営」とは、農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が６割未満の経営をいう。

１経営体当たり経営耕地面積は酪農が最も多く31.8ha。
この20年間で稲作は1.84haと58.6％増加、麦作は8.79haと425.7％増加。

⑥ 農業経営組織別に見た１経営体当たりの経営耕地面積と借入率
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0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

15 ～ 19歳 20 ～ 24 25 ～ 29 30 ～ 34 35 ～ 39 40 ～ 44 45 ～ 49 50 ～ 54 55 ～ 59 60 ～ 64 65 ～ 69 70 ～ 74 75歳以上

資料：「農林業センサス」
注：「基幹的農業従事者」とは、自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

平成７年

平成17年

平成27年

① 年齢別の基幹的農業従事者数

この20年間で基幹的農業従事者数は31.5％減少。
また、平均年齢は平成７年の59.6歳から平成27年には67歳と7.4歳高齢化。

（万人）

区 分
基幹的

農業従事者
平均
年齢

平成７年 2,560,032 59.6

平成17年 2,240,672 64.2

平成27年 1,753,764 67.0

２ 基幹的農業従事者の高齢化
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100万円未満

100～500万円

1,000万円以上

500～1,000万円

（万人）

資料： 「2015年世界農林業センサス」

注：1) 「基幹的農業従事者」とは、自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。
2) 農産物販売金額規模別の平均年齢は、中位数から推計した試算値である。なお、最上位階層の中位数は、10億円として推計。

基幹的農業従事者数で見ると100万円未満は全体の41.2％、1,000万円以上は17.2％。
平均年齢を見ると100万円未満は72.1歳、1,000万円以上は57.3歳と14.8歳の差。

区 分
基幹的

農業従事者
平均
年齢

計 1,753,764 67.0

100万円未満 722,907 72.1

100～500万円未満 520,852 67.7

500～1,000万円未満 208,241 62.0

1,000万円以上 301,764 57.3

② 農産物販売金額規模別から見た年齢別の基幹的農業従事者数

（平成27年・販売農家）
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資料：「農林業センサス」
注：「基幹的農業従事者」とは、自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

（万人）

平成７年

平成17年

平成27年

この20年間で人数はわずか2.3％の減少、年齢構成に大きな差は見られないが、75歳
以上で195.2％増加。（高齢者が離農しない）

区 分
基幹的

農業従事者
平均
年齢

平成７年 740,062 …

平成17年 791,450 …

平成27年 722,907 72.1

③ 農産物販売金額１００万円未満の年齢別の基幹的農業従事者数
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資料：「農林業センサス」
注：1)  「基幹的農業従事者」とは、自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

2) 農産物販売金額は、中位数から推計した試算値である。なお、最上位階層の中位数は、10億円として推計。

（万人）

平成７年

平成17年

平成27年

この20年間で、人数は補充が少なく30.5％減少。
平均年齢は100万円未満に比べ14.8歳若い。

区 分
基幹的

農業従事者
平均
年齢

平成７年 434,430 …

平成17年 403,219 …

平成27年 301,764 57.3

④ 農産物販売金額1,000万円以上の年齢別の基幹的農業従事者数
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稲作

果樹類

酪農
施設野菜

（万人）

肉用牛

資料： 「2015年農林業センサス」
注：1) 「基幹的農業従事者」とは、自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

2) 「単一経営」とは、農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割以上の経営をいう。

露地野菜

（平成27年・販売農家）

基幹的農業従事者数は稲作に全体の48.4％。
平均年齢を見ると、稲作は70.5歳、一方、酪農は55.7歳。

区 分
基幹的

農業従事者
平均
年齢

単一経営 1,213,754 67.2

稲作 587,647 70.5

麦類作 1,292 67.7

雑穀・いも類・豆類 20,191 67.1

工芸農作物 39,265 65.3

露地野菜 139,431 65.1

施設野菜 94,108 60.8

果樹類 192,322 66.6

花き・花木 45,976 62.0

酪農 33,023 55.7

肉用牛 38,272 64.3

養豚 4,365 58.3

養鶏 5,061 59.8

⑤ 農業経営組織別に見た年齢別の基幹的農業従事者数
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この20年間で人数は17.8％減少。年齢構成に大きな差は見られないが、75歳以上は
211.3％増加。

区 分
基幹的

農業従事者

平成７年 715,201

平成17年 644,264

平成27年 587,647

⑥ 稲作単一経営の年齢別の基幹的農業従事者
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平成17年

（万人）

平成７年

平成27年
（平均66.6歳）

資料： 「農林業センサス」
注：1) 「基幹的農業従事者」とは、自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

2) 「単一経営」とは、農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割以上の経営をいう。
3) 「一戸当たり平均栽培面積」については、平成７年は露地の「収穫面積」÷「収穫農家数」、平成17年以降は露地及び施設の「販売目的で栽培した

栽培面積」÷「販売目的で栽培した農家数」で算出。

この20年間で人数は22.7％減少。年齢構成の変化は少ないが、75歳以上が増加。

区 分
基幹的

農業従事者

平成７年 248,753    

平成17年 229,114  

平成27年 192,322 

⑦ 果樹単一経営の年齢別の基幹的農業従事者
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平成27年
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資料： 「農林業センサス」
注：1) 「基幹的農業従事者」とは、自営農業に主として従事した世帯員（農業就業人口）のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいう。

2) 「単一経営」とは、農産物販売金額のうち、主位部門の販売金額が８割以上の経営をいう。

区 分
基幹的
農業

従事者

平成７年 68,659     

平成17年 52,882  

平成27年 33,023  

この20年間で人数は51.9％減少。平均年齢は最も若い（55.7歳）ものの、人の補充が
少なく高齢化は着実に進展。

⑧ 酪農単一経営の年齢別の基幹的農業従事者
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区分
農業従事者数

（人）

雇用者
主に仕事として

農業に従事
（人）

参考

基幹的
農業従事者数

（人）

常雇
（人）

臨時雇
（延べ人日）

農家数
（戸）

一戸当たり
経営耕地面積

（ha）

一戸当たり
主に仕事として

農業に従事

① ② ③＝①＋② ④ ③/④

平成７年
（1995）

7,397,594 2,560,032 42,669
（1.6％）

18,251,283 2,602,701
（100.0％）

2,651,403 1.50 0.98 

17年
（2005）

5,562,030 2,240,672 61,094 15,124,322 2,301,766 1,963,424 1.76 1.17 

27年
（2015）

3,398,903 1,753,764 99,393
（5.4％）

18,571,104 1,853,157
（100.0％）

1,329,591 2.20 1.39 

増減率 27/７ ▲ 54.1 ▲ 31.5 132.9 1.8 ▲ 28.8 ▲ 49.9 46.7 41.8

○ この20年間で、農業に従事している者は５割減少、基幹的農業従事者は３割減少しているものの、常
雇は2.3倍増。この結果、主に仕事として農業へ従事している常雇の割合は1.6％から5.4％に上昇。

○ １戸当たりの経営耕地面積は46.7％増し2.20ha、主に仕事として農業に従事している者は41.8％増し
1.39人、規模拡大に合わせ、必要な労働力は雇用の増により確保。

３ 販売農家の農業労働力の動向

① 販売農家の計
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○ この20年間で、稲作の従事者は６割減少、基幹的農業従事者は２割減少。一方、常雇は8.9倍の増
加。この結果、主に仕事として農業へ従事している常雇の割合は0.1％から1.4％に上昇。

○ １戸当たり水稲作付面積は26.0％増加し1.21ha、主に仕事として農業に従事している者は84.6％増
加し0.96人、規模拡大に伴う必要な労働力を基幹的農業従事者と雇用の増で確保。

区分
農業従事者数

（人）

雇用者
主に仕事として

農業に従事
（人）

参考

基幹的
農業従事者数

（人）

常雇
（人）

臨時雇
（延べ人日）

農家数
（戸）

一戸当たり
水稲作付面積

（ha）

一戸当たり
主に仕事として

農業に従事

① ② ③＝①＋② ④ ③/④

平成７年
（1995）

3,775,514 715,201 938
（0.1％）

1,462,853 716,139
（100.0％）

1,375,774 0.96 0.52 

17年
（2005）

2,586,200 644,264 3,108 815,991 647,372 908,819 0.96 0.71 

27年
（2015）

1,577,526 587,647 8,310
（1.4％）

2,374,965 595,957
（100.0％）

620,053 1.21 0.96 

増減率 27/７ ▲ 58.2 ▲ 17.8 785.9 62.4 ▲ 16.8 ▲ 54.9 26.0 84.6

② 稲作単一経営
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○ この20年間で、果樹の従事者は４割減少、基幹的農業従事者は２割減少しているものの、常雇は約
4.4倍に増加。この結果、主に仕事として農業へ従事している常雇の割合は0.7％から3.6％に上昇。

○ １戸当たり果樹面積は11.1％増加し90a、主に仕事として農業に従事している者は16.0％増加し1.74
人。規模拡大に伴う必要な労働量を雇用の増で確保。

区分
農業従事者数

（人）

雇用者
主に仕事として

農業に従事
（人）

参考

基幹的
農業従事者数

（人）

常雇
（人）

臨時雇
（延べ人日）

農家数
（戸）

一戸当たり果樹
栽培面積

（ha）

一戸当たり
主に仕事として

農業に従事

① ② ③＝①＋② ④ ③/④

平成７年
（1995）

465,376 248,753 1,638
（0.7％）

2,693,783 250,391
（100.0％）

166,591 0.81 1.50 

17年
（2005）

388,857 229,114 3,436 2,903,930 232,550 139,206 0.85 1.67 

27年
（2015）

290,330 192,322 7,163
（3.6％）

4,201,103 199,485
（100.0％）

114,764 0.90 1.74 

増減率 27/７ ▲ 37.6 ▲ 22.7 337.3 56.0 ▲ 20.3 ▲ 31.1 11.1 16.0

③ 果樹単一経営
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○ この20年間で、酪農の従事者は６割減少、基幹的農業従事者は５割減少しているものの、常雇は
約3.4倍に増加。この結果、主に仕事として農業へ従事している常雇の割合は1.8％から11.1％に上
昇。

○ １戸当たりの乳用牛は48.1％増加し77頭、主に仕事として農業に従事している者は19.8％増加し
2.84人。規模拡大に伴う必要な労働量を雇用の増で確保。

区分
農業従事者数

（人）

雇用者
主に仕事として

農業に従事
（人）

参考

基幹的
農業従事者数

（人）

常雇
（人）

臨時雇
（延べ人日）

農家数
（戸）

一戸当たり乳
用牛飼養頭数

（頭）

一戸当たり
主に仕事として

農業に従事

① ② ③＝①＋② ④ ③/④

平成７年
（1995）

90,750 68,659 1,226
（1.8％）

283,795 69,885
（100.0％）

29,478 52 2.37 

17年
（2005）

65,587 52,882 2,966 279,519 55,848 20,826 64 2.68 

27年
（2015）

38,232 33,023 4,108
（11.1％）

239,090 37,131
（100.0％）

13,070 77 2.84 

増減率 27/７ ▲ 57.9 ▲ 51.9 235.1 ▲ 15.8 ▲ 46.9 ▲ 55.7 48.1 19.8

④ 酪農単一経営
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組織経営体のシェアは毎回、上昇。
平成27年の経営体数は2.4％であるものの、採卵鶏は87.7％、豚は73.6％、ブロイラー
は64.1％と５割以上を占めている。

（単位：％）

資料：「農林業センサス」

４ 農業全体の農業労働力の動向と組織経営体のシェア

① 組織経営体のシェア
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